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会社概要

創 業
商 号
本 社
資 本 ⾦
売 上 高
代 表 者
連 結 従 業 員 数

株 式 上 場
事 業 内 容

グ ル ー プ 会 社 数

︓1947(昭和22)年10月1日
︓株式会社トーホー(持株会社)

︓神⼾市東灘区向洋町⻄5丁目9番
︓53億4,477万円
︓2,155億円(2023年1月期)

︓代表取締役社⻑ 古賀 裕之
︓4,475名（2023年1月31日現在）

(正社員数2,515名、パートタイマー等1,960名)

︓東証プライム
︓業務⽤⾷品卸売事業、同現⾦卸売事業、

⾷品スーパー事業、業務⽤コーヒー製造販売
︓23社（2023年5月末現在）



4

経営理念

「⾷を通して社会に貢献する」
「健康で潤いのある⾷文化に貢献する」

トーホーグループは「美味しさ」そして「安心・安全、健康、環境」をキーワードに、
「⾷」に関するあらゆるシーンを支えながら、

⾷文化の向上に貢献するために存在します。

トーホーの前身は「東蜂産業株式会社」。
社名に込めた意味は「東に向かって働き蜂の如く」。⻄の九州からスタートし、
東に向かって事業を拡大していこうという思いを表しています。
1983年には更なる業容の拡大と今後の⾶躍を期し、より呼び易く、
親しんでもらいたいとの思いからカタカナ表記の「トーホー」になりました。
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沿革

1947年10月
1951年10月
1953年 3月
1954年
1960年 4月
1970年10月
1983年 1月
1983年 9月
1987年 7月
1997年 7月
2000年11月
2008年 1月

2008年 8月
2015年12月
2022年 4月

「㈲藤町商店」(佐賀市)を創⽴し、食品卸売事業を開始
輸入コーヒー豆の取引・自社焙煎を開始
「東蜂産業㈱」設⽴(本社︓神⼾市、⽀店︓福岡市)
外⾷産業への⾷品卸に本格的に参入
トーホーストア1号店開店
業務用自社ブランド商品の開発を本格化
「㈱トーホー」に社名変更
大阪証券取引所第2部・福岡証券取引所に株式上場
プロの⾷材の店「Ａ-プライス」1号店開店
大阪証券取引所第1部へ市場変更
東京証券取引所第1部へ市場変更
関東地区を中心に、本業のM&Aに着手
〜以降15年間で29件36社(うち海外8件11社)を実施
持株会社制へ移⾏
M＆Aで初の海外(シンガポール)進出
東京証券取引所プライム市場へ移⾏

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

●
●
●



事業内容(セグメント)

ディストリビューター
(業務⽤⾷品卸売(DTB))事業
あらゆる業態の飲食店のニーズに沿った業務用食品を
国内外から調達し、お届け。
また、グループの総合⼒を
活かし、食材供給だけでなく、
外食ビジネスをトータルに
サポートしています。

キャッシュアンドキャリー
(業務⽤⾷品現⾦卸売(C＆C))事業

⾷品スーパー(FSM)事業 フードソリューション(FSL)事業

プロの食材の店「Ａ-プライス」を中心に、店舗で業務用
食品を販売し、各地域にある
中小飲食店の毎日の仕入れ
をサポートしています。

「健康で安心な地域の冷蔵庫」
「あなたの街の食品スーパー」
「毎日のおかずを提供する店」をコンセプトに
兵庫県南部で
地域密着型の
食品スーパーを
運営しています。

飲食店に向けた業務⽀援システム、品質管理、業務
用調理機器、総合建設請負、店舗内装設計・施工
など、外食ビジネスをトータルにサポートする様々なソリ
ューションを提供しています。

6

※食品スーパー事業を構成する㈱トーホーストアについては、
株式譲渡に関する協議を進めております。
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商流図

セグメント (％は売上構成比)

自社コーヒー工場 海外・国内⾷品産地 国内外⾷品メーカー 自社農園

DTB事業
68.8%

C＆C事業
17.9%

FSM事業
7.5％

仕入先

販売先

ホテルレストラン カフェ・
喫茶 居酒屋 テーマ

パーク
病院・

産業給食旅館

など外食産業全般

一般消費者

FSL事業
5.8%

販売先

※「自社コーヒー工場」の売上はDTB事業、「自社農園」の売上はFSL事業にそれぞれ包含
※セグメント別の売上構成比は、2023年1月期時点(小数点以下第2位を四捨五入)
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取り扱いアイテム(業務⽤⾷品)

NB(ナショナルブランド)商品

※売上高構成比は、外食産業向け(ディストリビューター事業及びキャッシュアンドキャリー事業)の売上高に占める割合

売上高構成比

約 90 ％

国内の大手食品メーカーを中心に、外食産業のお客様の
ニーズに対応するあらゆるジャンルの業務用食品を取り扱って
います。また、当社グループの事業拠点が全国に所在するメ
リットを活かし、地域の優れた食品メーカーの開拓をはじめ、
海外の食品メーカーからも仕入を⾏っています。

PB(プライベートブランド)商品

売上高構成比

約 10 ％

EAST BEE
「美味しさ」そして「安心・安全、健康、環境」をテーマに、70年以
上にわたり外食ビジネスをサポートしてきた実績とノウハウを活かし
て産地やメーカーを厳選。和食・洋食・中華など、あらゆるジャンル
の食材、商品をラインアップしています。

スマイルシェフ
キャッシュアンドキャリー事業で販売するオリジナルブランドです。
中小飲食店様にも使いやすくご満足いただけるよう規格を小さくし
ました。高品質でありながら低価格を実現する自信のブランドです。

toho coffee
グループ唯一のメーカー機能として自社工場で飲食店向けの業務
用コーヒーを焙煎しています。1951年に焙煎を開始した歴史を持
ち、プロのお客様の高い要望にお応えできるこだわりのコーヒーです。
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上場来の通期業績推移

36,283 

44,821 
55,083 

64,556 
69,295 

76,922 

91,951 

109,271 

125,284 

141,359 

153,167 

164,529 164,150 
171,648 

183,084 

197,055 

208,998 

209,834 

217,666 

231,266 

186,217 
188,567 

215,572 

223,000 

706 761
1,112 1,091 1,270

1,446

2,029

2,098

2,815
3,297

3,486

2,463

2,003

2,390
2,614 2,415

2,627
2,877

1,838
1,433

△3,141

△446

3,649

4,500

売上高 営業利益 (単位︓百万円)
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2024年1月期第1四半期 決算の概要

※前期まで端数処理を百万円未満切り捨てとしておりましたが、
今期から百万円未満を四捨五入して記載しております。
これに伴い、過年度の数値についても四捨五入にて表示しております。
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決算ハイライト

二桁増収(+22.2%)、営業利益は1Qでの創業来最高益
(前年同期増減 売上高︓+ 107 億円、営業利益︓+ 12 億円)
- アフターコロナとなり飲食店へ⼈流が戻り、外食産業への販売が大幅伸⻑、新規獲得も奏功
- 増収に加え、損益分岐点引き下げの継続により、営業利益は創業来最高益

1Q実績

通期業績予想

好調な業績を受け、上期および通期業績予想を上方修正
(通期業績予想 売上高︓2,230 億円、営業利益︓45 億円)
- 通期の営業利益は2期連続となる創業来最高益の更新を目指す

株主還元(配当⾦)

年間60円に増配予定(前期比+25円)

- 業績改善に伴い当期(24/1期)は3期連続の増配を予定
- 上期30円・下期30円を予定
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前期1Q
(2023年1月期)

当期1Q
(2024年1月期) 前年同期比

実績 対売 実績 対売 増減率 増減額

売 上 高 48,010 58,682 +22.2% +10,671

売 上 総 利 益 9,581 19.96% 11,898 20.28% +24.2% +2,317

販 売 管 理 費 9,263 19.29% 10,379 17.69% +12.1% +1,116

営 業 利 益 318 0.66% 1,519 2.59% +377.9% +1,201

経 常 利 益 402 0.84% 1,547 2.64% +284.9% +1,145

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 純 利 益 133 0.28% 831 1.42% +524.4% +698

（単位︓百万円）

連結損益計算書



55,144 
56,675 57,618 

61,829 

45,372 

42,331 48,254 

50,260 

45,876 

43,910 44,808 

53,974 
48,010 

52,341 
55,062 

60,159 
58,682 

1Q 2Q 3Q 4Q
20/1期 21/1期 22/1期 23/1期 24/1期

13

アフターコロナとなり日常生活の正常化が進み、かつ旅⾏⽀援やインバウンド増加、前年の⾏動規制の
反動もあり、外食産業への販売が大幅伸⻑。四半期で4年振りにコロナ禍前(20/1期)を上回る

（単位︓百万円）

四半期別 売上高推移(5期比較)

23/1期1Q比︓＋22.2% (+10,671)
20/1期1Q比︓＋06.4% (+03,538)

21/1期1Q以降、新型コロナウイルス感染症が拡⼤
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DTB
（国内）

DTB
（海外）

C&C
（既存店） C＆C

（閉店） FSM FSL 58,682

飲食店への販売が伸⻑

競争激化、節約志向の高まりにより減収

飲食店への業務⽀援システム、厨房機器販売が伸⻑

C&C
（新店）

売上高の増減要因

48,010

23/1期1Q比

+ 22.2 ％ (＋10,671 百万円)

（単位︓百万円）



362 
104 215 

753 

△1,244 
△1,647 

△194 △57 
△306 

△807 

△335 

1,002 

318 

923 895 

1,514 1,519 

1Q 2Q 3Q 4Q

20/1期 21/1期 22/1期 23/1期 24/1期
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（単位︓百万円）

四半期別 営業利益推移(5期比較)

21/1期1Q以降、新型コロナウイルス感染症が拡⼤

売上高の回復に加え、コロナ禍以降継続している損益分岐点の引き下げにより、
大幅増益。1Qでの最高益を達成

23/1期1Q比︓+377.9％ (+1,201)
20/1期1Q比︓+319.8％ (+1,157)
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23/1期1Q

営業利益の増減要因

粗利率

相当数に及ぶ⾷品価格の値上げがあるも粗利率は微増で着地
19.96%  →  20.28％ = +0.32％
・DTBを中心に食品価格高騰への迅速な対応
・業務用PB商品の売上構成比の上昇(9.1％ → 9.6％)

経費

人件費や変動費の増加により経費増も、対売では⼤きく低下
対売︓19.29%  →  17.69% = △1.61％

(主な科目の前年同期増減)
・⼈件費+505(賞与+375、給与+59)
・修繕費+158(本社社屋の大規模修繕+96)
・運賃・荷造費等+152(主にDTB事業の業績改善に伴う増加)
・水道光熱費+102(電気代+97)

318

1,519

売上高の増加 粗利率の上昇
⼈件費

水道光熱費
運賃・荷造費等

24/1期1Q

(単位︓百万円)
粗利額の増減 経費の増減 (+が減少、△が増加)

その他経費

23/1期1Q比

+ 377.9 ％ (＋1,201 百万円)

修繕費



403

△1,209
△118

402

1,547

20/1期1Q 21/1期1Q 22/1期1Q 23/1期1Q 24/1期1Q
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23/1期1Q比

＋284.9％ (+1,145 百万円)
20/1期1Q比(コロナ禍前)

＋284.2％ (+1,144 百万円)

275

△1,018

57 133
831

20/1期1Q 21/1期1Q 22/1期1Q 23/1期1Q 24/1期1Q

経常利益および親会社株主に帰属する四半期純利益

■経常利益

■親会社株主に帰属する四半期純利益

営業利益の改善に伴い⼤幅に増益

(単位︓百万円)

経常利益同様、業績の改善に伴い⼤幅に増益

23/1期1Q比

＋524.4％ (+698 百万円)
20/1期1Q比(コロナ禍前)

＋201.8％ (+555 百万円)
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2023/1期
期末

2024/1期
1Q末 増減額 主な増減要因

流動資産 42,477 50,719 +8,242
現⾦及び預⾦
受取手形、売掛⾦及び契約資産
たな卸資産

+945
+2,963
+3,116

固定資産 44,875 44,454 △420
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

+61
+31

△512

資産合計 87,352 95,173 +7,821

流動負債 45,328 53,027 +7,699 ⽀払手形及び買掛⾦
短期借入⾦

+6,588
+409

固定負債 19,272 18,648 △624 ⻑期借入⾦
繰延税⾦負債

△149
△472

負債合計 64,600 71,674 +7,075

純資産合計 22,753 23,499 +746 利益剰余⾦ +562

負債・純資産合計 87,352 95,173 +7,821

連結貸借対照表
(単位︓百万円)
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2024年1月期第1四半期 セグメント別の概況
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セグメント別業績

ディストリビューター

飲⾷店の既存顧客の伸⻑、新規獲得により増収・増益
売 上 高 ︓ 41,395 百万円 (+28.8%)

営 業 利 益 ︓ 1,305 百万円 (+1,502.3%)

キャッシュアンドキャリー

飲⾷店の既存顧客の伸⻑により増収・増益
売 上 高 ︓ 10,222 百万円 (+17.0%)

営 業 利 益 ︓ 321 百万円 (+49.6%)

⾷品スーパー

業種や地域を越えた競争継続、⾷品価格値上げにより、減収・減益
売 上 高 ︓ 3,848 百万円 (△3.1%)

営 業 利 益 ︓ △221 百万円 (△95百万円)

フードソリューション

業務⽤調理機器などが伸⻑し増収も、修繕費など経費増で減益
売 上 高 ︓ 3,216 百万円 (+1.7%)

営 業 利 益 ︓ 113 百万円 (△23.3%)

※()内は前年同期増減率。ただし、営業損失の場合は前年同期増減額を記載
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ディストリビューター事業
四半期毎比較

前年同期比 売上高9,252百万円増(+28.8%)、営業利益1,224百万円増(+1,502.3%)

・前年は3月下旬まで⾏動制限があった反動もあり、前年同期から⼤幅な増収
・飲⾷店や観光地に人流が戻るとともに、インバウンド増加もあり、既存顧客が好調に推移
・各地で開業したホテルや商業施設など新規顧客の獲得も奏功
・PB商品の売上構成比が上昇し、粗利率改善
・経費は増加傾向もコスト・コントロールを継続し、営業利益はセグメント過去最高益

(単位︓百万円）

■売上高

■営業利益

1Q 売上高/営業利益 5期比較

37,367 38,668 38,900 
41,928 

27,877 25,025 31,152 32,219 30,018 28,242 29,120 
36,094 

32,143 36,499 38,422 41,220 

41,395 

1Q 2Q 3Q 4Q

374 231 162 473 

△1,360 △1,845 

△502 △478 △423 △736
△364

512
81 

707 850 
1,171 1,305 

1Q 2Q 3Q 4Q

20/1期 21/1期 22/1期 23/1期 24/1期

37,367 

27,877 
30,018 

32,143 

41,395 

374

△1,360

△423
81

1,305売上高 営業利益
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キャッシュアンドキャリー事業

前年同期比 売上高1,486百万円増(+17.0%)、営業利益107百万円増(+49.6%)

・DTB事業同様、主要顧客である中⼩飲⾷店への人流が引き続き回復し、既存顧客が好調に推移
・⾷品価格高騰への対応、PB商品の販売強化などにより粗利率は前年同期⽔準で着地
・電気代など経費の増加はあったものの、売上高の伸⻑が⼤きく、営業利益はセグメント過去最高益

(単位︓百万円）四半期毎比較
■売上高

■営業利益

9,656 9,646 
10,132 

11,224 

9,392 9,660 9,578 10,389 
8,794 8,128 8,271 

10,677 
8,736 

9,307 9,469 

11,133 
10,222 

1Q 2Q 3Q 4Q

△3 △42 △20 

194 

36 

233 
194 

305 

138 

△64 △13 

491 

215 
306 

160 

273 
321 

1Q 2Q 3Q 4Q

20/1期 21/1期 22/1期 23/1期 24/1期

1Q 売上高/営業利益 5期比較

9,656 

9,392 

8,794 8,736 

10,222 

△3
36

138

215 321

売上高 営業利益



△102 △96 △98 
△50 

45

△29 △89
△63△62

△111 △81 △130
△126 △154

△237
△211△221

1Q 2Q 3Q 4Q
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⾷品スーパー事業

前年同期比 売上高121百万円減 (△3.1%)、営業利益95百万円減
・売上高の減収幅は縮⼩したものの、競争激化の継続や物価高による節約志向の高まりにより減収
・相次ぐ⾷品価格の高騰をカバーできず、粗利率が悪化
・コスト・コントロールを進めるも、電気代の増加などにより経費は微増
・結果、営業損失は拡⼤

(単位︓百万円）四半期毎比較
■売上高

■営業利益

4,995 4,773 

4,365 

3,970 3,848 

△102

45 △62
△126

△221

売上高 営業利益
4,995 5,065 4,950 4,691 

4,773 
4,776 4,670 4,613 4,365 

4,561 4,411 4,231 3,970 
4,013 4,091 4,071 3,848 

1Q 2Q 3Q 4Q

1Q 売上高/営業利益 5期比較
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フードソリューション事業

前年同期比 売上高55百万円増(+1.7%)、営業利益34百万円減(△23.3%)

・外⾷産業向けの調理機器やシステム販売が好調に推移し、増収
・一方、本社社屋の⼤規模修繕などにより経費が増加
・結果、営業利益は減益

(単位︓百万円）四半期毎比較
■売上高

■営業利益

3,126 

3,331 

2,698 

3,161 
3,216 

94 

35 41 

148 

113 

売上高 営業利益

3,126 3,296 

3,637 

3,986 

3,331 
2,870 2,854 3,038 

2,698 

2,979 
3,005 2,971 

3,161 

2,522 

3,081 

3,735 

3,216 

1Q 2Q 3Q 4Q

94 

10 

170 
136 

35

△6

203
178

41 

104 123 130 148 

63 

122 

282 

113 

1Q 2Q 3Q 4Q
20/1期 21/1期 22/1期 23/1期 24/1期

1Q 売上高/営業利益 5期比較
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2024年1月期 通期業績予想
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通期連結業績予想(上方修正)

修正理由について

2023年1月期
実績

2024年1月期
予想

(3/10発表)

2024年1月期
修正予想
(6/12発表)

前期比

増減率 増減額

売 上 高 215,573 214,000 223,000 +3.4% +7,427

営 業 利 益 3,650 3,800 4,500 +23.3% +850

経 常 利 益 3,877 3,900 4,600 +18.6% +723

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,006 2,000 2,200 +118.5% +1,193

1 株 あ た り の
当 期 純 利 益 ( 円 ) 93.59円 185.93円 204.53円 +118.5% +110.93円

・当初からコロナ禍による影響は極めて軽微になる前提で業績予想値を算出していたが、主要事業の業務用食品
卸売事業において、旅⾏⽀援の継続やインバウンド需要の増加など想定以上に業況が改善

・特に1Qは⾏動規制の反動による消費の盛り上がりもあり、業績予想は前回から増収・増益となる⾒込み
・一方、下期について、引き続きコロナ禍の影響は軽微になるものの、電気代をはじめとする諸物価の上昇が続くなか、
消費者の節約志向が高まり、消費は年初想定を下回る⾒込み

・加えて、経費⾯でも業績回復に伴う⼈員確保、運賃・電気代などの増加を考慮し、通期業績予想を算出

(単位︓百万円)



27

通期業績予想に対する進捗率(1Q時点)

2024年1月期
1Q実績

2024年1月期
通期修正予想

(6/12発表)
進捗率

売 上 高 58,682 223,000 26.3%

営 業 利 益 1,519 4,500 33.7%

経 常 利 益 1,547 4,600 33.6%

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 ( 四 半 期 ) 純 利 益 831 2,200 37.8%

(単位︓百万円)
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設備投資、減価償却費

2023年1月期
(実績)

2024年1月期
(計画) 増減

ディストリビューター事業 382 1,010 +628

キャッシュアンドキャリー事業 153 310 +157

食品スーパー事業 63 - △63

フードソリューション事業 257 780 +523

小計 855 2,100 +1,245
ソフトウェア等 197 470 +273

合計 1,051 2,570 +1,519

設備投資 実績および計画

減価償却費 実績および計画
2023年1月期

(実績)
2024年1月期

(計画) 増減

会社計 2,060 1,979 △81

(単位︓百万円)

(単位︓百万円)
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配当予想(修正なし)

【利益配分に関する基本方針】
事業を安定的に継続する上で維持すべき適正な資本構成を勘案し、ネットDEレシオ(純有利⼦負債/純資産)が0.7〜
0.9倍程度で推移する状況において、中期的に配当性向40％程度を維持する方針で安定配当を実施しております。

コロナ禍に伴う⾏動制限により、外食産業を主な販売先とする当社は上場来初となる営業損失を計上するなど、近年は厳しい事
業運営を強いられました。こうした環境下では、手元流動性を確保し財務基盤の安定化を図り、経営と雇用の維持に努めることが
最善と考え、誠に遺憾ながら、配当⾦は21年1月期は無配、22年1月期は年間5円とさせていただきました。一方、業績が回復
してきたことに伴い、前期である23年1月期については、22年1月期配当から30円増配し、年間配当35円(中間10円、
期末25円)とさせていただきました。

当期(24年1月期)も経営環境の改善は継続する前提のもと、年間配当60円(中間30円、期末30円)と
3期連続の増配とし、コロナ禍前を超える⽔準となる予定です。

25 25 25
0 10

30

25 25 25

5
25

30

18/1 19/1 20/1 21/1 22/1 23/1 24/1(予)

中間 期末
(単位:円)

ネットDEレシオ 0.75倍 1.00倍 0.99倍 1.47倍 1.15倍 0.88倍 0.7〜0.9倍

配当性向 117.8% 63.3% 113.3% - 16.0% 37.4% 29.3%
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中期経営計画最終年度の取り組み
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SHIFT UP 2023

Speed UP … 速度を上げる
Heat UP … (仕事で)熱くなる
Image UP … イメージ・ブランド⼒を上げる
Follow UP … どこまでも追求する
Turn UP … 上向く

ギアを上げて変革に取り組み、
トーホーグループを新たなステージへ

第8次中期経営計画（３カ年計画）SHIFT UP 2023

2021年度（2022年1月期）〜2023年度（2024年1月期）
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第8次中期経営計画（３カ年計画）SHIFT UP 2023

第8次中期経営計画
SHIFT UP 2023 

新たな環境に適合し、成⻑し続ける
筋肉質な企業グループへの変革

５つの重点施策
１．コア事業の更なる強化
２．新たなサービスの開発
３．損益分岐点の引き下げ
４．資産回転期間の改善
５．次代を担う⼈材の育成

経営理念
食を通して社会に貢献する
健康で潤いのある食文化に貢献する

経営のキーワード
「美味しさ」そして
「安心・安全、健康、環境」

5つの経営方針

1.持続的成⻑と収益⼒の向上
2.組織の活性化と⼈材の活性化
3.顧客・現場視点の経営
4.コンプライアンスと適時情報開示
5.スピード経営

環境・社会問題への継続対応

SDGs + ESG
⼥性活躍
働き方改革
脱炭素

社
会
か
ら
信
頼
さ
れ

必
要
と
さ
れ
る
会
社
へ
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①コア事業の更なる強化
✓顧客・現場視点でのPB商品の開発・販売強化

・23年3月から業務用食品の調達やPB商品の開発等を担う、マーケティング本部を組織変更
- 『商品戦略本部』に改称。傘下に商品開発部を新設し、PB商品開発を戦略的に強化
- 業務用商品販売促進部も新設し、業務用食品卸に特化したグループとして、企画提案を強化
- また、コーヒー製造を担うグループを「コーヒー部」として独⽴、製造から販売まで一元管理

✓グループシナジーの更なる発揮
・23年8月を目途に沖縄県下のDTB事業とC&C事業を統合し、「㈱トーホー沖縄」として始動
- 拠点間の商品、情報共有や⼈員異動など、より効率的な事業運営が可能に
- 沖縄県に根ざした企業として、地元食材の発掘や⼈材獲得の強化など、更なるシェア拡大を目指す

SHIFT UP 2023 最終年度の取り組み



34

②新たなサービスの開発
✓変化する顧客ニーズに即した商品、サービスの開発

・21年9月に開設したECサイト「A-プライスオンラインショップ」
- 開設後もサイトや送料の⾒直しなどサービスの改善を継続
- 今期もアイテム拡充など引き続き顧客の利便性向上を継続

・独自開発のWeb受発注システム「toho Order Pro(TOP)」
- 16年に開発し、DTB事業会社で活用。1万軒を超える顧客が利用
- 22年6月に新機能として、顧客が拠点の在庫を閲覧してオーダーできるシステムへ改善
- 新機能の利用促進とともに、商品検索機能の充実など、更なる利便性向上を予定

・DTB事業とC＆C事業を融合した新たな事業モデル「C＆D(キャッシュアンドデリバリー)」の出店
- 業務用食品の店舗販売と配送の両輪で収益を確保し、投資回収期間の短縮化を図る事業モデル
- 国内の未進出エリアへ出店、今後の成⻑戦略の一つを目指す

SHIFT UP 2023 最終年度の取り組み



③損益分岐点の引き下げ
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✓聖域なきコスト・コントロールの継続
✓働き方の更なる改革による⽣産性向上

・商品戦略本部の設置に合わせて、「物流戦略部」を新設
- グループ全体の物流戦略を⽴案し、⼈手不足や労働環境の変化といった課題に対応
- 配送業務の効率化を目指した、拠点・物流の最適化検討

④資産回転期間の改善
✓メリハリのある投資とPDCA

・PDCAの徹底を継続しつつ、積極的な設備投資再開
- DTB事業 ︓移転3拠点、C＆D業態の出店
- C＆C事業︓出店2店舗(4月 A-プライス広島八丁堀店 他)、移転1店舗、改装7店舗

SHIFT UP 2023 最終年度の取り組み



⑤次代を担う人材の育成
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✓教育研修の充実
・オンライン研修の更なる充実
- コロナ禍の副産物としてスタートしたものの、全国に跨る事業所を抱える特性上、有用な情報共有手段に
- 商品情報や⼈事関連など多様な研修をオンラインで継続実施
- 今期は新たなオンライン研修を開催するなど、従業員の能⼒向上を図る

・ジョブローテーションの活性化
- 将来の経営幹部育成を目的とした「次世代リーダー育成プログラム」を21年に初実施し、6名が選抜
- ジョブローテーションを主軸に⻑期的視点での育成を目指す
- 自身が希望する業務へ異動が可能な「フリーエージェント制度」、部署単位で希望する⼈材を募集する
「公募制度」も継続実施

SHIFT UP 2023 最終年度の取り組み
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【免責事項】
本資料に記載されている将来に関する予想については、現時点で入手可能な情報に基づき判断した⾒通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。
実際の業績などは業況の変化等により、異なる場合があることをご承知おきください。

【ご注意】
本資料は百万円未満を四捨五入して表記しております。
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参考資料
・業務⽤⾷品卸 市場シェア

・2024年1月期業績予想
- 上期・下期 業績予想

・サステナビリティ推進
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(参考)業務⽤⾷品卸 市場シェア

※海外を含むDTB＋C&Cの22年1月期売上高は159,345百万円
※全国市場規模は、日本食糧新聞社調べ（2022年8月公表）を一部編集。なお、上表地域以外の「その他地域」で9.0%の構成比

合計 関東 東海 近畿 中四国 九州

2021年度
全国市場規模 3,130,000 1,408,500 375,600 594,700 187,800 281,700

構成比 100.0% 45.0% 12.0% 19.0% 6.0% 9.0%

2022/1期
当社グループ

実績

売上高 151,673 47,406 5,969 35,474 12,503 50,322

市場シェア 4.8% 3.4% 1.6% 6.0% 6.7% 17.9%

業務⽤⾷品卸 国内市場規模と当社グループ(DTB事業＋C＆C事業)のシェア

※2022年度の「業務用食品卸 全国市場規模」については、外食産業がコロナ禍から急回復したことにより、
現時点で合理的に測定することが困難であることから、参考として2021年度の市場規模に基づく

前期の当社実績(2022年1月期)から市場シェアを掲載しております。

(単位︓百万円)
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上期・下期別 連結業績予想(修正あり)

24/1期
上期 予想

前期上期
増減率

24/1期
下期 予想

前期下期
増減率

24/1期
通期 予想

前期通期
増減率

売 上 高 115,000 +14.6% 108,000 △6.3% 223,000 +3.4%

営 業 利 益 2,500 +101.5% 2,000 △17.0% 4,500 +23.3%

経 常 利 益 2,500 +73.7% 2,100 △13.8% 4,600 +18.6%

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,300 +106.0% 900 +139.6% 2,200 +118.5%

(単位︓百万円)

※業績予想は2023年6月12日に公表した修正予想
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サステナビリティ推進



〜1994年、業界に先駆けて品質管理室（現品質保証部）を設置
〜微生物検査や理化学検査、施設衛生点検、食品表示など、

トーホーグループの食の安全性を保持

美味しくて、安心・安全な⾷の提供

✓⾷の安全確保のための徹底した品質管理

✓業務⽤プライベートブランド商品の開発
〜「美味しさ」そして「安心・安全、健康、環境」をテーマに、あらゆる業態に対応する商品開発
〜製造委託先は、安心・安全、生産管理技術など、厳しい自社基準をクリアしたメーカーのみ選定
〜MD及び品質保証部スタッフが現地に赴き、品質基準を満たしていることを確認するとともに、

導入後もランダムで抜き取り検査を実施
〜栽培、製造、輸入、入荷の各段階での検査・監視体制を整備

42

サステナビリティ推進
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社外取締役は取締役会の他、ガバナンス委員会（月１回）と経営戦略会議（月１回）にも出席し、
株主価値向上のため、会社に内在する諸課題についても客観的な目線から提⾔を⾏っています。

委員会名 委員 摘 要
指名諮問委員会 社外2名・社内1名 ・社外取締役が委員⻑を務める

・社外取締役が委員過半数を占める
・代表取締役社⻑は委員に就任しない報酬諮問委員会 社外2名・社内1名

持続可能な経営の継続
✓コーポレート・ガバナンス体制

・ 役員13名中、7名が社外独⽴役員 ・ 社外役員全員が独⽴役員
・ ⼥性役員2名を選任 ・ 社外常勤監査役を選任

✓監査役会設置会社では設置義務のない「2つの諮問委員会」を設置

〜強固なコーポレート・ガバナンス体制を構築

サステナビリティ推進



44

未来へ繋げるための環境対策の取り組み

〜フードドライブ の実施
〜品質に問題がなく出荷基準日越え、段ボール破損の食品を

子ども⾷堂、フードバンク活動団体へ寄贈

〜2017年度からトーホーコーヒーの一部商品の輸送に導入
※モーダルシフトとは、トラックによる輸送を地球に優しく大量輸送が可能な海運・鉄道に転換する国⼟交通省の政策

〜toho coffee のフェアトレード有機コーヒー５製品が「エコレールマーク」の商品認定を取得

✓モーダルシフトの推進とエコレールマークの認定取得

サステナビリティ推進

✓⾷品ロスの削減とフードドライブ活動

〜2003年からフェアトレードコーヒーの焙煎と販売を開始
〜2022年度は44トンのフェアトレードコーヒーを販売

✓フェアトレードコーヒーの推進
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未来へ繋げるための環境対策の取り組み

✓電気使⽤量の抑制と太陽光発電

サステナビリティ推進

〜店舗で使用する冷凍・冷蔵ショーケースは、計画的な改装により、
節電効果の高い機器へ入れ替え

〜本社駐⾞場に太陽光パネル982枚を設置し、
一般家庭70⼾分の消費電⼒を発電

✓プライベートブランド(PB)商品でプラントベースフードを開発
〜2023年1月から、当社グループのPB商品としては初のプラントベース

フードとなる「EAST BEE プラントベースハンバーグ」の発売を開始
〜飲食店で使用いただける美味しさ・品質を実現するとともに、

畜産よりも環境負荷の少ない大⾖を原料とすることで環境対策にも繋がる
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〜総合職、一般職区分の廃⽌、⼥性従業員対象のマネジメント研修の実施
〜⼦育てサポート企業「くるみん」認定
〜管理職・リーダー職の⼥性比率8.0％(2027年１月期)を目指す

個性の尊重と能⼒を発揮できる組織の構築
✓⼥性の活躍推進

✓5年連続「健康経営優良法人2023ホワイト500」に認定
〜健康経営に向けた取り組みが評価され、2023年3月に5度目となる認定を取得。

〜コロナ禍を機にオンラインを活用した事業紹介、SDGs教育などを小中学校で開催
〜2022年は神⼾市内の小学校3校で実施

地域社会発展への貢献

✓オンラインを活⽤した「リモート社会科社会⾒学」「オンライン授業」

〜社会貢献型株主優待制度およびプルタブ回収の取り組みを活用
〜2022年は神⼾市を通じてPB商品などを地域の⼦ども食堂へ寄贈

✓子ども⾷堂へ⾷品を寄贈

サステナビリティ推進

2022年12月神⼾市へ寄贈した際の様⼦


